


① 連邦議会によって約6万4000キロのインターステート・ハイウェイ計画

が承認される。(1944)

② 1950年代初頭、州政府は資金不足のため有料道路公社を設立し、インター

ステート・ハイウェイ計画の一部区間を有料道路として虫食い的に整備

を始めた。

③ このため、主要道路の有料化は国民の福祉を阻害するとの批判や、採算

可能な路線は極めて少ないのではないかとの指摘がされるようになった。

④ 議会が政府に対して有料道路制度に関する調査を命令（1953-54)

⑤ 政府が議会に対して報告書を提出(1955)
『有料道路の歩みと将来性および有料道路と連邦補助との関係』『有料道路の歩みと将来性および有料道路と連邦補助との関係』『有料道路の歩みと将来性および有料道路と連邦補助との関係』『有料道路の歩みと将来性および有料道路と連邦補助との関係』

【骨子】

・ 有料道路方式で道路整備を行うよりも、無料のハイウェイを造るほ

うが効率的である。無料のハイウェイに十分な連邦補助を投入すれ

ば、有料道路方式による道路整備は行われなくなるはずである。

【理由】

・ 有料道路は地域サービス用として不適当であり、また、出入り口の

間隔が長くなるため、短距離の道路利用もできなくなる。

・ 従って、有料道路には並行する無料道路整備が必要となる。

・ 当初から高規格の無料道路を作れば地域・通過の双方の需要に対処

でき、全体工事費は安くできる。

⑥ 連邦補助ハイウェイ法／ハイウェイ歳入法の成立(1956)

・ 特定財源制度の導入による連邦補助制度の創設。

・ アイゼンハワー大統領の署名により、州際国防ハイウェイとして

無料での整備が確定。

米国高速道路整備における有料制度に関する考え方の推移

（参考①）

AMERICA’S HIGHWAYS 1776/1976      A History of The Federal – Aid Program
U.S.Department of Transportation  /  Federal Highway Administration
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日本における有料道路制度発足時の考え方
（参考②）
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給する。現在道路の貧弱な状態ならびに混合交通による妨害は、とりもなおさず大部分

の道路利用者をして料金を支払ったほうが得だということを悟らせるであろう。料金率

は、高速道路の利用者に帰する節約の半分を吸収するに過ぎないと見積もられている。
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「道路の公共性という観点から有料とすることの可否は問題となるのであるが、現在

の財政状態から見て公共事業費のみによる道路整備は容易ではなく、・・・（中

略）・・・利用者が損をしない範囲で料金を支払い、これを財源として道路整備を図る

ことは過渡的段階としてはひとつの方法であると思う。」
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